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公益通報者保護法
改正のポイント

弁護士が解説する改正公益通報者保護法のポイントと事例検討
弁護士と実際の企業担当者に聞く「改正法への企業の対応Q＆ A」　などを
1冊にまとめました
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改正公益通報者保護法のポイント
【法律の内容について】　

2022 年 6 月施行の改正公益通報者保護法（通称）※は、全事業者への内部通報制度の義務付け（従業員 300 名以下は努力義務）、

通報者保護の徹底など、事業者のコンプライアンスへの取り組みを強く後押ししています。

本冊子では、「法改正の意義と改正のポイント」、「改正対応に関する企業の具体的な取り組み」、「通報経験者による改正法への

期待」等を各専門家・実務者よりコメントいただいています。併せてコンプライアンスに関する継続的な勉強会や巻末の外部サー

ビスの情報もご覧いただき、各事業者様のコンプライアンス活動のご参考としていただけると幸いです。
※公益通報者保護法の一部を改正する法律（令和 2 年法律第 51 条）

遠藤輝好法律事務所
弁護士
専修大学 法科大学院 教授　
慶応義塾大学大学院法学研究科修士
課程修了、中央大学法科大学院修了。
2016 年 同 事 務 所 開 設。2017 年 消
費者庁内部通報制度に関する認証制
度検討委員。民・官のヘルプライン
運営にも携わる。

遠藤輝好法律事務所
弁護士

遠藤 輝好氏

消費者の安全・安心を損なう事業者の不祥

事は後を絶ちません。こうした状況を踏ま

え、事業者に対して公益通報に適切に対応

するために必要な体制の整備を義務付ける

とともに、公益通報者および通報対象事実

の範囲の拡大、そして、公益通報者の保護

の強化を行う必要があるといった指摘を受

け、令和２年、次のような公益通報者保護

法の改正が行われました（令和４年６月施

行）( 図１)。

（１）通報者に対する不利益な取扱いを未

然に防止するとともに内部通報に適切に対

応できるようにするため

１）事業者に対して必要な体制の整備を義

務付ける（通報体制整備義務）。

２）その違反に対して行政措置（助言・指

導・勧告および勧告に従わない場合の公表）

を導入する。

３）公益通報対応業務の従事者に通報者

を特定させる情報の守秘を義務付け（従

事者守秘義務）、その違反に対して刑事罰

（３０万円以下

の罰金）を導入する。

１　改正公益通報者保護法
　　―令和４年６月施行―　

（２）行政機関等への通報を行いやすくす

るため

１）権限を有する行政機関に対する通報の

保護要件について、氏名等を記載した書面

を提出する場合を追加する。

２）被害の拡大の防止等に必要と認められ

る者に対する通報の保護要件について、財

産に対する回復困難または重大な損害のあ

る場合等を追加する。

３）公益通報に適切に対応できるようにす

るため、権限を有する行政機関に対して必

要な体制の整備等を義務付ける。

（３）通報者をより保護されやすくするた

め

１）退職者（退職後 1 年以内）や役員を保

護の対象となる者に追加する。

２）行政罰（過料）の対象となる不正を保

護の対象となる通報に追加する。

３）公益通報をした通報者に対して事業者

が損害賠償を請求することができないこと

とする。

　事業者にとって重要な改正は「通報体制

整備義務」です。これは法律上の義務です

から、公益通報者保護法に基づく「指針」

２　通報体制整備義務（前記１（１）１））

Lawyer's Opinion
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および消費者庁が公表している「指

針の解説」に沿ってしっかり対応す

る必要があります。「指針の解説」中、

「指針を遵守するための考え方や具体

例」については対応する必要があり

ます。さらに先進的な取組を行う場

合には「その他の推奨される考え方

や具体例」も参考にしてください。

　事業者は、最低限、（ア）従事者の

指定、（イ）公益通報受付窓口の設置、

（ウ）役員等からの独立性の確保、（エ）

調査等の公益通報対応業務、（オ）公

益通報対応業務における利益相反の

排除、（カ）公益通報者に対する不利

益な取扱いの防止、（キ）通報者特定

情報を必要最小限の範囲を超えて共

有することの防止、（ク）通報者の探

索の防止、（ケ）通報体制についての

教育・周知、（コ）公益通報者に対す

る是正措置等の通知、（サ）記録の保

○ 事業者に対し、内部通報に適切に対応するために必要な体制の整備等
（窓口設定、調査、是正措置等）を義務付け。具体的内容は指針を策定【第
11条】
※中小事業者（従業員数 300 人以下）は努力義務

○ その実効性確保のために行政措置（助言・指導、勧告及び勧告に従わ
ない場合の公表）を導入【第 15条・第 16 条】

○ 内部通報等に従事する者に対し、通報者を特定させる情報の守秘を義
務付け（同義務違反に対する刑事罰を導入）【第 12条・第 21 条】

○ 権限を有する行政機関への通報の条件【第 3条第 2号】

○ 報道機関等への通報の条件【第 3条第 3号】

○ 保護される人【第２条第 1項等】 ○ 保護される通報【第 2条第 3項】 ○ 保護の内容【第 7条】

○ 権限を有する行政機関における公益通報に適切に対応するために必要
な体制の整備等【第 13条第 2号】

③ 通報者がより保護されやすく

信じるに足りる相当の理由
がある場合の通報

氏名等を記載した書面を提出
する場合の通報を追加

（現行）

（現行）

（改正）

（改正）

財産に対する損害（回復困難
または重大なもの）を追加

通報者を特定させる情報が漏
れる可能性が高い場合を追加

（現行）

労働者

（改正）

退職者（退職後 1年以内）や
役員（原則として調査是正の
取り組みを前置き）を追加

（現行） （改正）

刑事罰の対象
行政罰の対象を
追加

（現行）

（なし）

（改正）

通報に伴う損害
賠償責任の免除
を追加

近年も社会問題化する事業者の不祥事が後を絶たず　→　早期是正により被害の防止を図ることが必要

生命・身体に対する危害

（なし）

内部通報・外部通報の実行化

① 事業者自ら不正を是正しやすくするとともに、
安心して通報を行いやすく

② 行政機関等への通報を行いやすく

管、（シ）通報体制の改善、（ス）通

報体制の運用実績の開示、（セ）内部

規程の策定・運用…に対応する必要

があります（内容の詳細は「指針の

解説」※ 1 にてご確認ください）。　

従事者守秘義務は、改正公益通報者

保護法によって事業者に求められる

通報体制整備義務の根幹をなすもの

であり、その違反には刑事罰（30 万

円以下の罰金）が科せられるという

重い責務です。

　では、具体的にはどのような行為が

従事者守秘義務違反となるのでしょ

うか。次の事例検討で確認してみま

しょう。

３　従事者守秘義務（前記１（１）
　　３））に関する考え方

※１　公益通報者保護法に基づく指針 ( 令和 3 年

内閣府告示第 118 号 ) の解説

https : //www.caa.go. jp/pol ic ies/pol icy/

consumer_partnerships/whisleblower_

protec t ion_sys tem/over v iew/assets /

overview_211013_0001.pdf

■図 1　消費者庁 HP より引用



公益通報者保護法改正のポイント｜　3

Ｘさんは、コンプライアンス部門に所属しており、内部公益通報受付窓口を担当する従事者である。

Ｘさんは、今般、労働基準法違反に関する内部通報を受け付け、調査を担当することになった。

Ｘさんは、労働法に必ずしも詳しくないという自覚があり、事実整理や法令調査を行う過程において、同部

門の先輩（労働法に詳しい）で、会社から同じく従事者に

指定されている（但し、本件の調査は担当していない）Ｙ

さんに対し、「○○課の女性社員から『忙しくて休憩が取れ

ていない』という通報があったのです。これは労働法上問

題ですよね？」等と相談した。

Ｘさんに従事者守秘義務違反があるか。

公益通報対応業務従事者又は公益通報対応業務従事者であった者は、正当な理由がなく、

その公益通報対応業務に関して知り得た事項であって公益通報者を特定させるものを漏らしてはならない。

　【公益通報者保護法第 12条】

　従事者守秘義務を負う主体は、「公益通報対応業務従事者」（従事者）と「公益通報対応業務従事者であった者」です。後者は、

期間に制限なく永久に守秘義務を負うことに注意が必要です。

　本設例のＸさんは「従事者」ですから、従事者守秘義務を負う主体です。

　守秘義務の対象となる情報は、「その公益通報対応業務に関して知り得た事項」全般ではなく、その中の「公益通報者を

特定させるもの」（公益通報者特定情報）であることが重要です。

　そして、公益通報者特定情報とは、その情報を知った者において、公益通報をした者が誰であるかを認識することができ

る事項を意味します。公益通報者の氏名、部署、役職、社員番号等が典型です。

　本設例では、ＸさんがＹさんに告げたのは「○○課の女性社員」ということのみですから、一般的には、公益通報をした

者が誰であるかを認識することはできず、公益通報者特定情報には当たらないでしょう。もっとも、例えば、「○○課」に

女性社員が 1 名しかいない等の場合には、なお公益通報者特定情報に当たる場合もありましょう。

　法第 12 条は、公益通報者特定情報を「漏らす」行為を禁止していますが、「漏らす」とはどのような行為でしょうか。

　「漏らす」とは、公益通報者特定情報をまだ知らない他人に告知することを意味します。会社外の者に伝えることのみならず、

会社内の者に伝える場合も含みます。不特定の者や多数人に伝える必要はなく、特定の 1 人に伝える場合も含みます。

　本設例では、Ｘさんは、Ｙさんという会社内の 1 人に告知しただけですが、これが前記の「漏らす」の定義に該当するこ

とは明らかでしょう。

POINT
まず、従事者守秘義務違反行為について、法はどのような規定を置いているのかを確認しましょう。

（１）従事者守秘義務を負う主体

（２）従事者守秘義務の対象となる情報

事 例 検 討
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　もっとも、法第 12 条は、「正当な理由がない」漏らす行為を禁止しています。すなわち、漏らす行為について「正当な理由」

がある場合には、犯罪は成立しないこととしたのです。ここに「正当な理由」とは、漏らす行為に違法性がないとして許容

される場合をいいます。公益通報者本人の同意がある場合、個別法に基づき開示した場合などが考えられます。

　では、本設例ではどうでしょうか。Ｘさんが告知した相手であるＹさんも守秘義務を負う「従事者」なのですから、「正

当な理由」が認められるのではないかが問題となります。「正当な理由」の有無は、諸般の事情を総合考慮して実質的に判

断されることになります。本設例においても、Ｙさんは「本件の調査は担当していない」というのですから、たとえＹさん

が従事者であったとしても、ＸさんのＹさんに対する告知に「正当な理由」が認められないことも想定されるでしょう。

　以上、従事者守秘義務の概要をご理解いただけたことと思います。一点付言すれば、従事者守秘義務違反の罪は「故意犯」

ですから、「分かりつつ漏らした」場合でなければ処罰されません。真摯に業務に取り組んでいれば、「故意に漏らす」こと

など考えられないですね（なお、「過失」が認められる場合には損害賠償責任を負うことがあります）。

　従事者守秘義務についての実務の反応は種々でしょうが、

従事者守秘義務の趣旨は「安心して公益通報をしてもらう

こと」ですから、事業者は、「従事者守秘義務が刑事罰で担

保されており、従事者は公益通報者特定情報を守り抜く存

在であること」をアピールすることが適切な方向性である

といえましょう。このことに関連して、次の 2 点を指摘さ

せていただきたいと思います。

　１点目は、従事者守秘義務の前提となる「従事者指定の

あり方」についてです。当然のことですが、従事者守秘義

務を負うのは従事者（従事者であった者を含む。）であり、

そして、従事者を指定する義務を負うのは事業者です。事

業者が適切な従事者指定を行わなければ、公益通報者特定

情報の守秘にいわば「穴」が生じ、「安心して内部公益通報

をしてもらうこと」は実現できないことになります。例えば、

通報案件について、公益通報者特定情報を含めて役員に逐

一報告をしながら対応しているという場合、当該役員は、

客観的に「内部公益通報受付窓口において受け付ける内部

公益通報に関して公益通報対応業務を行う者であり、かつ、

当該業務に関して公益通報者を特定させる事項を伝達され

る者」ですから、従事者指定される必要があります。しか

しながら、「役員を従事者指定するのはハードルがある」等

の理由で従事者指定を躊躇する事業者もあるかもしれませ

ん。法の趣旨に則って適切に従事者指定が行われる必要が

あろうかと思います。

　2 点目は、「従事者教育」についてです。従事者の重い責

務に鑑み、事業者は、十分な従事者教育を実施する必要です。

この点、消費者庁による指針の解説は、事業者が遵守すべ

きこととして、「従事者に対する教育については、例えば、

定期的な実施や実施状況の管理を行う等して、通常の労働

者等及び役員と比較して、特に実効的に行うことが求めら

れる。法第 12 条の守秘義務の内容のほか、例えば、通報の

受付、調査、是正に必要な措置等の各局面における実践的

なスキルについても教育すること等が考えられる。」として

います。私の知るところでは、これまで通報受付窓口を担

当してきた者も、調査スキル（守秘義務を遵守しながら適

切にヒヤリングできるか等）になお不安を抱えているよう

です。事業者には、「従事者を守る（従事者の不安を払拭す

る）」という観点からも、十分な従事者教育が求められてい

るといえるでしょう。

　改正公益通報者保護法の根幹をなす従事者守秘義務が適

切に運用され、公益通報対応が行われることによって、事

業者の自浄能力が発揮されることを期待しているところで

す。

遠藤弁護士からのコメント

事 例 検 討

（４）正当な理由
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改正法への企業の対応【Q＆A】
当社が 2022 年 1 月 25 日に WEB 開催した第 33 回 CSR セミナーでは、複数企業（Ａ～Ｄ社）のコンプライアン
ス担当者様に改正公益通報者保護法への対応と各社のお取り組みについてお話いただきました。
ご視聴者からの質問に対しても各社の具体的な取り組みを共有いただきましたので、以下のＱ＆Ａ集にまとめまし
た。法的なご質問にはご登壇の遠藤弁護士に、運用に関するご質問には検討中の方針であることを前提に各社にご
回答いただきました。

Question And Answer Session

【従事者指定】

当社は非上場会社ですが、親会社と

子会社十数社からなる企業体です。

現在コンプライアンス室的窓口はグ

ループ全体の窓口として親会社に設

置して全て対応しています。子会社

には特に独自窓口は設置していませ

ん。今回の改正対応後もこの体制で

対応できると考えていますので、法

的に定められている従事者は、親会

社のコンプライアンス室の従事者数

名を指定すれば良いと考えています

が、それで問題ないでしょうか？

その点についてアドバイスいただけ

るとありがたいです。

遠藤弁護士（以下「遠藤」）：問題ご

ざいません。但し、調査等にあたり

子会社の協力を得る際等には個別に

従事者指定する必要が出ることもあ

りましょう。

B 社：単独で受付窓口を置かない子会

社の従事者は、①親会社コンプライ

アンスグループ②外部受付窓口（ダ

イヤル・サービス）の２つと考えて

います。建付けとしては同様である

と考えます。

通報に基づき懲罰を審議する委員会

委員に通報者を開示する場合、これ

らの委員も従事者として指定する必

要はありますか？

遠藤：必要です。但し、委員に通報

者が誰であるかを知らせる必要があ

るのかは検討が必要です。

B 社：懲罰委員会で審議する際は、通

報者が特定されて審議されるケース

が多いと思いますが、その場合には

必ず通報者の許可を先に取って（通

報者を説得して）、懲罰委員会委員を

従事者指定して誓約書を取って進め

るようにしたいと考えております。

内部通報窓口の担当者を従事者に指

定しますが、例えば、上司への相談、

役員への投書、人事面談等別のルート

に公益通報が入った場合には、どの

ような扱いになるのでしょうか？従

事者として指定されていない者が思

いがけず対応することもあると思う

のですが、判明した時点で事後に従

事者指定をすることになるのでしょ

うか。

遠藤：通報窓口ではなく通常のレポー

トラインに公益通報が入る場合は想

定されますし、上司への通報も要件

を満たしていれば公益通報となりま

す。ただし、上司は「内部公益通報

受付窓口」ではなく「従事者」では

ないので、法律上の守秘義務はなく、

規程などで漏洩防止を担保する必要

があります。

Ｂ社：従事者と指定されていない者

が対応する可能性も見込んで、対象

となりうる範囲の人（管理職以上）

には教育・啓蒙をしておく予定です。

公益通報窓口において、公益通報対

応業務従事者として指定されている

者が、公益通報にあたらない相談を

受けた場合、その対応について公益

Q1.

A1.

Q2.

A2.

Q3. Q4-1.

A3.

Q & A
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通報と同程度の義務を負うのでしょ

うか。

遠藤：社内規程等に基づく義務を負

うことになります。

逆に、公益通報窓口以外の窓口で、

公益通報にあたる相談を受けた場合、

受け付けた者は必ず従事者としての

指定が必要でしょうか。例えば、「公

益通報にあたると判断した場合は公

益通報窓口に情報連携するものとす

る」等の文言を予め規程に盛り込ん

でおいた上で、受け付けた者を従事

者として定めず、相談窓口の従事者

に案件を引き継ぐことは可能でしょ

うか。

遠藤：可能です。良い工夫だと思い

ます。

法では刑事罰と一部の行政罰が対象

ですが、実際の社内窓口には、対象

でない様々な事案の相談・通報が持

ち込まれ、当初受付時には対象か否

か見分けにくいケースも多いと感じ

ます。従って従事者の基本姿勢とし

て、最初から通報者を特定できる情

報は開示しないということを事案調

査・是正を通じて徹底するという考

えで宜しいでしょうか。

遠藤：ご理解のとおりです（社内規

程等で明確にしておくことになりま

しょう）。

Ａ社：内部規程では、事案に関与し

た全ての者は、調査・対応上必要な

場合を除き、相談者の氏名等、個人

が特定されうる個人情報を他に開示

しないこと、を規定しています。また、

相談事項について組織が活かすべき

教訓事例と判断した場合はコンプラ

イアンス資料、教育研修等で事例研

究等として活用することができると

していますが、その際、個人が特定

されうる個人情報を開示してはなら

ないものとしています。法改正後も

本法の対象になるか否かに関わらず

秘密保持の徹底を継続するものと考

えます。

Ｂ社：通報者名や通報者を特定でき

る情報はできる限り開示しない形で

現在も調査・是正を検討することに

しています。どうしても通報者の情

報を出して対応しないといけない場

合は、必ず通報者の許可を先に取っ

て調査・是正を取っており、方針に

変更はありません。

Ｃ社：基本姿勢は通報者を特定でき

る情報は開示しないということにな

る。但し、案件の内容や状況に応じ

ては、例外もあると考えています。

D 社：姿勢としては正しいと考えます。

当社グループにおいても、コンプラ

イアンス・ホットラインになされた

通報については内容如何を問わず通

報者の秘密は守ることを基本原則と

しています。

【独立性の確保】

当社はコンプライアンス室的な部署

を、本社総務部の一部署として設置

していますが、独立性の確保といっ

た点で問題はないでしょうか？ちな

みに監査室は独立して設置されてい

るので、同じように独立させた方が

良いのでしょうか？この点について

もアドバイスいただけるとありがた

いです。

遠藤：「組織の長その他幹部に関係す

る事案」については監査室にも情報

が伝わるような工夫をされてはいか

がでしょうか。

独立性の確保という点で、対応担当

部署の責任者を役員が兼務している

場合は、監査役への報告や意見をも

らう、または、外部で受付、調査ま

で行う窓口を設置することで初めて

　■遠藤弁護士（左から２人目）と参加企業のコンプライアンス担当者の皆様

A4-1.

Q4-2.

Q5.

A5.

A4-2.

Q6.

Q7.

A6.

Q & A
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独立性の確保ができたということに

なりますでしょうか。

遠藤：「組織の長その他幹部に関係す

る事案」についてはご指摘のような

方向性になろうかと思います。

【範囲外共有】

事例として『従事者である同室の先

輩に相談する』ケースでも、従事者

同士での情報共有も正当な理由があ

るとは言い切れず、情報漏洩にあた

るかどうかについては最終的に裁判

で総合的に判断されるため類型的に

決められないというものがありまし

た。つまりリスク回避のために、従

事者同士でも通報者特定可能情報の

共有や報告、相談は避けるべきとい

うことになりますか。記録管理につ

いても個人ごとにアクセス制限する

必要がある（従事者複数人がアクセ

ス可能なフォルダ等の使用は不可）

ということでしょうか。

遠藤：従事者同士でも、情報共有の

必要性がなければ、「正当な理由」が

認められない可能性は否定できない

と思います。記録管理についても、

その案件に関与しない従事者がアク

セスできないようにすることが無難

だということになりましょう。

 

調査有無の検討や調査実施中の対応

検討において、総務・法務・産業医

との情報共有が必要なケースの場合、

必ず通報者の許可と誓約書が必要な

のか。皆様はどう考えていますか？

遠藤：「通報者は誰か」とは関係しな

い形で他部署等の協力を得る、とい

う工夫が重要になると思います。な

お、原則的に他部署等が関わるので

あれば、従事者指定することも検討

に値しましょう。

Ａ社：方針は現在検討中ですが、私

見としては、通報者の許可及び情報

を共有された者（≒従事者）に都度

誓約書の提出を求めることのみでは

なく、内部規程でどの範囲の者が従

事者になるかを通報者に明らかにす

る方法もあるのではないかと考えて

います。

Ｂ社：通報者名や通報者を特定する

情報を従事者の範囲外に共有する場

合は、通報者の許可を必ず先に取っ

てから、共有先の担当者（総務・人事・

法務・産業医など）に誓約書を取る

ことにしています。

C 社：公益通報に該当する案件にお

いては通報者の同意を得る必要があ

ると考えているが、書面までをとる

かどうかは必須としない予定。あく

までも案件（リスク）に応じて判断

することになると思います。

D 社：コンプライアンス・ホットライ

ンになされた通報については例示さ

れた総務・法務・産業医と情報共有

が必要な場合、通報者の情報を開示

しなければならない場合はもとより、

通報者の情報を開示しなくとも調査

が可能な場合であっても情報共有を

行う（つまり調査をお願いする）限

りにおいては、通報者本人の了解を

前提としています。

 

社内リニエンシー（課徴金減免制度）

と通報者特定情報の範囲外共有につ

いて。自主的に法令違反等を窓口に

通報した者については処罰を減免す

ることもあることとしています。こ

の場合、当該本人については通報し

たことを理由に処罰を減免されるた

め、懲罰委員会メンバーが通報者が

誰であるかを特定できる情報を知り

得ることになります。この場合、懲

罰委員会メンバーを都度従事者指定

することと考えていますが、こうし

た対応で問題ないでしょうか？（懲

戒処分は是正策の一部なので是正業

務の従事者と考えている）

遠藤：問題ございません。

当社では、内部通報報告として、通報・

調査内容を、社長、人事部長、監査

役員に報告していますが、その際、

通報者の氏名も公表しています。今

後は伏せた方が良いのでしょうか？

遠藤：伏せることになります。

Ａ社：現行も匿名での報告を行って

います。氏名を公表することにより

当然ながら通報者と事案とを結びつ

けることになりますので、従事者以

外の公表は抑制的にすべきものと考

えます。

Ｂ社：社長、監査委員会委員長に提

出する報告書には通報者の氏名や通

報者が特定され得る情報等は載せて

おりません。

C 社：通報者の氏名は伝えていません。

A7.

Q8. 

A8.

Q9.

Q10.
A9.

Q11.

A10.

A11.
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D 社：ホットラインに寄せられた通報

のサマリーは、定期的に取締役会メ

ンバー（社外取締役は除く）および

常勤監査役に報告を行っていますが、

通報者の氏名等通報者が特定される

情報は開示しません。目的は通報さ

れた「内容」の報告ですので、通報

者の情報は不要と考えます。

【規定改訂】

内部通報規程の整備や改定にあたっ

て、取締役会決議は必要でしょうか。

遠藤：会社ごとに異なります。貴社

のルールをご確認ください。

従事者が守秘義務を徹底しても、通報

者自身が自分の通報案件について、範

囲外共有することがございます。規程

で、通報者にも範囲外共有を禁止する

条項を追加した方が良いでしょうか。

遠藤：その方が良いと思います（参照：

指針の解説 P.16 ④その他に推奨され

る考え方や具体例）。

【教育】

従業員への教育について。教育内容

に公益通報者保護法が記載されてい

るが、外部通報（いわゆる 2 号通報、

3 号通報）についても教育する必要が

あるのでしょうか？これらの教育周

知を図ることは、内部通報以外を行

われるリスクを高めることにもなる

ので、どこまで周知教育するべきか

が悩ましいと考えています。

遠藤：「法全体の内容」を理解しても

らうことになります（参照：指針の

解説 P.19 ③指針を遵守するための考

え方や具体例）。

Ａ社：社員向け研修を内製の e ラー

ニングで実施しており、詳細はこれ

からの検討となりますが、指針の解

説において「法について教育・周知

を行う際には、権限を有する行政機

関等への公益通報も法において保護

されているという点も含めて、法全

体の内容を伝えることが求められ

る。」（法第 11 条第２項関係）と示さ

れていますので、ご質問の件につい

ても教育・周知の対象に包含される

ため研修内容に含める必要があるも

のと考えています。

Ｂ社：公益通報者保護法の改正につ

いて教育啓蒙する際は、内部通報窓

口の周知と改正によって変更した箇

所に重点を置いて教育・啓蒙する予

定です。特に外部通報についての教

育は考えておりません。

C 社：公益通報者保護法について理解

をさせる目的であれば触れざるを得

ないが、企業の窓口の目的が自浄作

用を働かせ、社内で問題を把握し解

決することであるため、その点をしっ

かりと伝える予定です。

D 社：一般社員への教育に関しては、

消費者庁が「作成する」と言ってい

る教育用の資料（リーフレット等）

を使用する予定です。当該改正法は

非常に解釈が難解であり各社夫々が

独自性を出した場合にその法的素養・

スキルにより伝え方・伝わり方に各

社毎の大きな格差が生じることが考

えられるところ、一般社員向けには

デファクトの教育資料を利用するこ

とでまずは極めて「一般的な」教育

を行うべきと考えています。

【退職者】

退職者への周知に触れられていま

し た が、 法 改 正 前（2021 年 6 月 ～

2022 年 5 月末）までに退職され、且

つ法改正で受付対象となる者に対し

ては、どのように周知するべきでしょ

うか？ご助言を賜れますと幸いです。

遠藤：在職中の研修等の機会にアナ

ウンスすることで対応することにな

りましょう。

Ａ社：現行、内製の e ラーニングシ

ステムで退職者が通報対象者となる

旨を周知しています。基本はこの周

知を継続することになると考えてい

ます。退職職員への周知としては、

退職時の案内文書などがあれば、退

職者が通報対象者であることをお知

らせする一文を設ける対応もありう

るかと考えます。

Ｂ社：法改正前 (2021 年 6 月 ~2022

年 5 月末 ) までの退職者については、

各事業部門の人事などとも相談のう

え、周知方法を今後検討しますが、

基本的には、施行後以降の退職者を

対象とする予定です。

C 社：既に退職者も対象としている

ため、改めての周知は行いません。

【責任者】

各社の方に伺いたいのですが、「責任

Q14.

A13.

Q12.

Q13.

A12.

Q15.

A14.

Q16.

A15.

Q & A



公益通報者保護法改正のポイント｜　9

者」は誰が担う予定でしょうか？

Ａ社：事案類型により異なりますが、

内部規程上、事実関係の調査の実施・

記録、進捗管理・報告を統括する調

査実施責任者は発生事案に関連する

経営職以上の役職者と規定、対応内

容を判断、指示する対応判断責任者

は常務理事以上の役員や常勤監事が

担うことを規定しています。

Ｂ社：ここでいう「責任者」というの

は、公益通報窓口の担当者の中での

責任者ということなのでしょうか？

誰かを「責任者」として指定する必

要がある場合は、該当部門の責任者

が責任者になるかと思っております。

C 社：公益通報者保護法改正に伴う対

応の責任者と言う意味であれば、弊

社の場合はホールディングスのコン

プライアンス室長になる。

D 社：コンプライアンス管掌役員、グ

ループ会社は各社社長を責任者とす

る予定です。

【窓口の設置】

上場子会社に親会社の内部通報窓口

の利用を禁止している理由を教えて

ください。（ある企業様のお取り組み

の事例へのご質問）

親会社が、上場している子会社の経

営の独立性を弱めることが無いよう、

また、万が一、非上場の親会社に利

益が移転されるなどの違反が生じた

場合に親会社が通報を受けることも

ナンセンスであるため、コーポレー

トガバナンスコード上からも窓口は

分けていると理解しています。

弊社は子会社が 700 名ほどで、そこ

から親会社（持ち株会社。200 名ほ

ど）、各子会社（それぞれ 10 名程度）

にそれぞれ出向の形態をとっており

ます。現在、親会社にグループ共通

窓口、700 名ほどの子会社に窓口を

検討しておりますが、700 名程度の

子会社のみ窓口設置では法の要求す

る要件は満たすのでしょうか？

遠藤：整備義務は履行したことにな

ると思います。ただ、グループ全体

として内部通報制度が実効的に機能

するかは別途検討が必要であると思

います。

第 11 条第 1 項では「事業者は、第 3

条第 1 号および第 6 条第 1 号に定め

る公益通報を受け、」と規定しており

ますが、第 3 条、第 6 条を読む限り、

「内部通報者」として規定されるのは

労働者と役員に限られているように

も読めます。第 2 条第 1 項第 3 号の「取

引先の労働者」を、内部通報制度の

利用対象者に含めなかったとしても、

法令には抵触しないのでしょうか。

遠藤：1 号通報には取引先事業者の従

業員からの通報（2 条 1 項 3 号）も

含まれます。したがって、これに対

応する体制の整備も求められていま

す（「取引先」をどこまで広げるか等

は別途問題となります）。

親会社にグループ会社の通報窓口を

設置する場合、関係会社間で業務委

託契約を結ぶ必要はありますでしょ

うか？

遠藤：理屈の上では締結すべきこと

になるのでしょうが、必ずしも行わ

れておらず、各社において規程を整

備することで対応しているかと存じ

ます。

【通報対応業務】

正当な理由がある場合を除いて調査

はしなくてはならないということで

すが、通報者が通報したものの躊躇

して、調査すると自分が通報したこ

とが特定されるので調査はやはりや

めてほしいという申し出になった場

合は、調査不能という判断で構わな

いでしょうか？

遠藤：通報のいわゆる取下げを認め

るかは一つの論点です。この点、指

針の解説 P.10 では「公益通報者の意

向に反して調査を行うことも原則と

して可能である」としています。もっ

とも、私の知る例では、原則的には

取下げを認めるが、重大事案につい

ては調査を実施する（もちろん通報

者に十分に説明を行い、また、通報

者に不利益が生じないよう最大限配

慮する）、といった対応をしています

（通報の取下げがすなわち調査不能と

いうことではないと思います）。

Ａ社：事案での個別判断となります

Q17.
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が、原則として通報者の調査中止の

申し出を尊重し調査不能（終了）の

対応となります。組織としての調査、

是正の必要性が伺える事案について

は、個人の特定がなされない事を徹

底した上で調査を検討する事案もあ

ると考えます。

Ｂ社：全ての案件に対して調査を必

ず行うことにしております。

調査方法を工夫して通報者が通報し

たことが判らない方法で調査を行い

ますが、問題の関係者が限られてい

て調査をすると通報者が特定される

場合などは、通報内容の深刻さ等を

鑑みて判断します。会社として対処

すべき案件である場合は、調査・是

正を取る必要があることを通報者に

理解してもらったうえで（説得して）

実施します。最終的に通報者が特定

されることを恐れて調査の了解を得

られない案件は、調査は不可能とな

り、通報者が取り下げたとして終結

する案件もあります。

Ｃ社：調査をしなかった場合に生じ

るリスク、影響で考えます。

D 社：通報者からの連絡により通報を

取り下げるというケースは稀にあり、

その際は調査を打ち切る場合があり

ます。（会社の根幹を揺るがすような

重大案件の可能性があれば調査を続

ける等、ケースバイケースだと考え

ます。）

【情報の取り扱い・保管】

改正法で罰則付きで守秘義務が課さ

れる公益通報とそれ以外の通報（刑

罰に該当しないハラスメントなど）

を区別して（区別できる場合）、公益

通報以外の通報の通報者を特定させ

る情報は、法律上の守秘義務を負わ

ないものとして取り扱うこともでき

ると考えます。しかし、そのような

取り扱いでは従業員の窓口への信頼

を失うことも考えられます。公益通

報以外の通報の通報者を特定させる

情報の取扱いはどのように考えたら

よいでしょうか。

遠藤：社内規程等で守秘義務を規定

し違反者に懲戒処分を行う等が考え

られます。この意味における守秘義

務の重要性についても十分な教育周

知が必要です。

D 社：コンプライアンス・ホットライ

ンになされた通報については内容如

何を問わず通報者の秘密は守ること

を基本原則としています。通報があっ

た段階で、それが公益通報に該当す

るか否かを的確に・精密に判断する

ことは困難と考えるためです。

従事者が人事異動・退職する際に通

報者特定可能情報を引継資料等とし

て残していくことは漏洩にあたるで

しょうか。または『正当な理由』に

あたると考えられますか。そもそも、

保管する記録に通報者特定可能情報

は含まないということでよいか。

遠藤：保管する記録の中には公益通

報者を特定させる事項も含まれざる

を得ないと思います。そのうえで、

たとえ従事者であっても、必要がな

い限り、公益通報者を特定させる事

項が記載されている資料等にアクセ

スできない体制を整える、というこ

とかと思います。このような前提な

く「引継ぎだから」ということで他

人が見られる形で資料等を残せば守

秘義務違反になり得ると思います。

【その他】

取引業者はホットラインを利用でき

ますか？利用できる場合は、どのよ

うに周知を図っていますか？

　

遠藤：各社の内部通報制度によりま

す。取引先の利用を認める場合、取

引先に周知の要請を行い、これに応

じて取引先が研修等の内容に盛り込

んでいるという例があります。

Ａ社：規程により、通報者の範囲を

社員（出向受入社員、派遣社員を含む）

と退職者および取引先（業務委託先、

金融機関、会員など）の役職員とし

ております。対外的な周知は行って

いないため、改正法対応としてホー

ムページでの周知などを検討したい

と考えています。

Ｂ社：取引業者のヘルプラインの利

用は、方針として一部事業部に限っ

て受け付けることとしており、事業

部の Web ページなどで周知していく

こととなっています。

C 社：取引先ホットラインは設置し

ていない。お客様窓口を通して現在

は対応しています。

D 社：取引先の社員が利用できるホッ

トラインを、別に設定しています。

これは「当社の社員が、取引先（の

社員）に対して行った不正・不当な

扱いなどの案件を受け付ける」もの

で、「取引先の社員が取引先の不正を

通報する」窓口ではありません。通

報者の秘密を守る姿勢は同じです。

Q23.

Q24.

A22.

A23.

Q22.

A24.

Q & A
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ACBEE( コンプライアンス担当者の学びの場）

企
業の不正・不祥事が続いてい

る。外食産業の元役員による

人権・ジェンダー問題を巡る

不適切発言や大手製造業のデータ偽

装など大きく報道された。当事者らは

謝罪したものの、ネット等での批判は

続いている。市場動向への懸念や企

業イメージダウンなど、その被害は計

り知れない。

　産業界でも不祥事対応などを重点

にビジネス倫理の普及浸透のため人材

育成、組織強化が進んでいる。特に

担当部門の人材育成は重点課題となっ

ている。いま、企業が直面している

厳しい状況下で「経営倫理士」（日本

経営倫理士協会＝ ACBEE 主催事業）

が注目を集めている。

　経営倫理士の特色は何か―。企業

内での役割や資格取得のメリットなど

を説明する。

①コンプライアンスを中心とする理論・

実務では民間認定でトップレベルの資

格。CSR、SDGs、ジェンダー、リス

ク対応など諸テーマを専門的に、最

新のデータを基に法制度の動向も含め

て修得する。また “ 即戦力 ” となるた

め企業内の新任担当者の資格取得が

目立つ。

② “ 資格時代 ” といわれているが、ビ

ジネス界での資格は多様化、専門家

が進んでいる。特に兼職・転職が進

む中、個人の強力な戦力となる資格が

いま求められている。

③不祥事発生の際の記者会見に備え

てのアドバイザー役や、コンプライア

ンス研修の企画・実施など経営倫理

士の活動に対する評価は高い。企業

内で役員に就任するケースや、定年退

職後に資格を活かしコンサルタントと

して活動、また大学等で講師を務め

ている人など様々に活躍している。

　ACBEE の主要な活動や特色を紹介

する――。

①コンプライアンス系の情報発信で

は、公式 HP上での、速報性、正確性、

公平性を確保した姿勢に高い評価が

寄せられている。企業不祥事報道で

はデータ作成など十分な配慮が必要

なだけに、その作業の信頼・評価は

特に大きい。

NPO 法人
日本経営倫理士協会
専務理事
日本記者クラブ会員

千賀 瑛一氏

コンプライアンス担当者として、
継続的な学びの場はますます必要となっています。
多くの「経営倫理士」を育成してこられた ACBEE の専務理事である
千賀 瑛一氏に最近の活動の状況をうかがいました。

COLUMN

民間認定ではトップレベルの資格

企業の重要戦力に…経営倫理士

ダイナミックに、多様な情報発信
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②また ACBEE 独自調査による〈イ〉「企業

不祥事動向」(3 ヶ月毎まとめ )〈ロ〉「企業ワー

スト・10 年間集計」は関心度が高い。一部

企業ではイントラネットなどで社員研修用と

して情報共有している。

③ 資 格 講 座 担 当の 大 学 教 授、 弁 護 士ら、

ACBEE では実力派の専門性豊かな講師グ

ループがある。企業研修派遣では、上記講師

中心だが、最近はベテラン経営倫理士も参加

している。

④多様なテーマの中で特に直近の動向に視

点を絞ったイベントを約 20 年間にわたり展開

（シンポジウム、戦略セミナーなど）。コロナ

シフトになってからはオンライン開催が主流。

また周年企画では記念印刷物など発刊して

いる。

　2020 年以降、資格講座はオンライン方

式で、年間 2 回開催システムになった。コ

ロナ被害は全産業が大きな影響を受けた。

ACBEE では企画・運営の主体である「特別

戦略会議」（総合企画委員で構成 ) と理事会

中心に事業の目的・意義を確認し、経営倫理

の普及、経営倫理士の育成というミッション

継続を自覚し活動を強化している。

　オンライン化は安易な作業ではなかった

が、結果として新たなメリットも生じている。

従来、参加不可能だった遠隔地からの受講

者が増え始めた。また HP での情報により、

多様な職種からの参加も目立っている。さら

に大学生、大学院生への特別優待制度がス

タート（日本経営倫理学会が協力）し、若手

受講者の割合も上昇してきた。

　経営倫理士のメリットはビジネス倫理を学

びながら、いま有効な「資格」を取得できる

こと――。ビジネス社会で強力な戦力となる

人材を育成することこそが目的である。

　「NPO 法人 日本経営倫理士協会」は前身

の「経営倫理実践普及協議会」が 1997 年、

「経営倫理士資格講座」（総合コース）を開

設。2009 年に NPO 法人化。通算 25 年間

に 750 人（1 〜 27 期）の経営倫理士が誕生、

ビジネス界で活動している。原則、年間 1 〜

2 期開講。1 期は約 5 ヶ月の重点集中方式

で修了後、資格認定する。

　2020 年度からコロナシフトとなり、本講

座は WEB 方式（Zoom）授業で実施している。

2016 年からは「初級コース（通信制）」も開

講している。全般に受講者の多くは、在宅勤

務の時間を活用して講座受講をしている。ま

た多忙などで受講できない時は、講義録画

を視聴できる特別措置がある（この場合、事

前届け出が必要）。

　コンプライアンスに前向きな取り組みをし

ている企業では、経営倫理士を多数社内に

重点配置、組織のレベルアップをしている。

COLUMN

25 年間に経営倫理士 750 人、活動中
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改正法について思うこと

オ
リンパス株式会社の元社員である

濱田さんは、2007年に上司の不正

行為を内部通報（以下、通報）した

ことにより、チームリーダー職位の解職・３

度の違法配置転換などの報復人事を受けた。

この時、すでに公益通報者保護法が施行さ

れていた。

「上司に『不正をやめてほしい』と注意し

ても聞き入れてもらえず、コンプライアンス

室に電話で通報しました。その後、メールで

回答が来ましたが、そこには私の通報が正

当であることなどが書かれていました。問

題は、そのメールのCCに、不正の当事者で

ある上司と人事部長の名前が入っていたこ

とです。私が内部通報者（以下、通報者）で

あることが無断漏えいされてしまったので

す。あのときは本当に愕然としました」

　その後、度重なるパワハラを受けた濱田さ

んは会社と上司を裁判で訴え、最高裁まで争

い、勝訴判決を確定させた。その後も権利回

復などのため再提訴を余儀なくされ、2016

年に勝訴的和解を勝ち取るまで、報復人事で

左遷した会社に通勤しながらの法廷闘争に8

年もの年月を費やしたが、通報したことは後

悔していないと言う。

「顧客企業を裏切るような行為を黙認した

ら、自分も悪いことをしている人たちの仲

間になる。私はそういう人間ではない、と

いう気持ちでした。オリンパスには真面目

に働いているエンジニアたちが大勢います。

一部の人が悪いことをして、オリンパス全

体の信頼を失墜するようなことは見過ごせ

ないという愛社精神もありました」

　濱田さんは通報者情報漏えいの被害を受

けたが、このような実例を知った多くの人は、

「やはり通報者の秘密は守られないのだ

な」「やはり会社から報復されるのだな」と

感じるだろう。そうなると、通報窓口自体の

存在意義がなくなり、不正行為を正そうとす

る動きもなくなる。

「本来は、やはり企業のトップが1カ月に1

回くらい、自ら顔を出して、『何かあったら、

通報するように』と従業員にメッセージを

送るべきなのです。そうしなければ窓口とし

ての信用度、信頼性は上がらないでしょう。

実状は、社会の風潮にあわせて形だけ取り

繕っている、という企業が大半だと思いま

す。外部の通報窓口も、単に企業が外観を

よく見せるために設けているのでは意味が

ありませんよね」

　ただし、改正公益通報者保護法（以下、改

正法）の施行によって、状況は変わるだろう、

と濱田さんは予想する。改正法では、公益

内部通報対応業務従事者（公益通報を受け、

濵田 正晴氏は、ご自身が内部通報後に受け続けた不利益な取り扱いに対し、
長年異議を唱えてこられました。
今回の改正法の内容にも影響を与えた通報者の視点から、お話をうかがいました。

Interview

アムール法律事務所 講師

濱田 正晴氏

1985 年、オリンパス株式会社に入
社。NDT（非破壊検査機器）システ
ムの営業販売のチームリーダーとし
てメンバー及び業績マネジメントを
行う。2007 年 6 月、上司の不正を
社内コンプライアンス窓口に内部通
報するが、通報者情報が無断漏洩さ
れて組織的報復を受け、2008 年に
提訴。一審で敗訴、二審で逆転勝訴
し、 最 高 裁 に て 勝 訴 が 確 定。2016
年 に 和 解 が 成 立。 そ の 後、 公 益 通
報者保護法・内部通報制度に知見の
ある内部通報当事者・訴訟経験者と
して、消費者庁による公益通報者保
護法改正を見据えたヒアリングに対
応。改正法成立に際しては、国会（参
議院）参考人招致を受け、意見陳述
し、質疑応答にも対応した。最高裁
まで争い勝訴判決を確定させるなど
法 改 正 実 現 へ の 尽 力 な ど が 評 価 さ
れ、2021 年 1 月に東京弁護士会人
権賞を受賞。2021 年 3 月にオリン
パス株式会社を退職。2022 年４月
よりアムール法律事務所の講師に就
任し、現在に至る。「改正公益通報
者保護法の概要と今後の課題」（日
本弁護士連合会主催）をはじめ、弁
護士会、企業、大学等にて多数の講
演を行っている。

■アムール法律事務所 HP
https: / /www.amour- law.jp/ lawyer/

内部通報後、報復人事・
組織的パワハラに苦しんだ日々

刑事罰を伴う法律へ――
改正法への期待
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社内調査を行い、是正措置をとる業務

に従事する者）が守秘義務に違反し、

通報者に関する情報を故意に漏らした

場合、その従事者に刑罰（罰金）が科

される場合がある。罰則付きの守秘義

務を課したこの条項には重みがある。

　「東京弁護士会は、通報者情報の

無断漏えいや、その後の違法配転、長

期間に及んだパワハラなどを“重大な

人権侵害”と認定し、オリンパス株式

会社に対して最も重い警告を出しま

した。今回の無断漏えいに刑事罰を

科す改正法はボディブローのような

効果があると思います。民事的法律

から刑事罰を伴う法律に変わった以

上、公益内部通報対応業務従事者へ

の教育やフォロー、社内への周知な

どで手を抜くことはできなくなります。

もちろん、消費者庁の方でも、きちん

と運用されているかチェックを行わな

ければいけません。そこまでしないと、

『法律を改正しただけで、魂が入って

いない』ということになります。これ

は私の考えですが、数年後には改正

法の更なる見直しがなされる中でも、

公益内部通報体制整備に対して外部

監査を入れる必要性が出てくるのでは

ないでしょうか」

　現実的に、多くの通報者が危惧して

いるのは、“通報者探し”である。この

風習は、改正法の施行によって無くな

るのだろうか。表面上は見えないとこ

ろで続くのではないか。

「日本の文化ですね。日本では慣習と

は異なることは非常識、非常識イコー

ル悪い、となる。そんな文化があるか

ら、“通報した人は非常識なことをし

ている”とみなされる。だからこそ、誰

が非常識なことをしたのか、“犯人探

し”のような状態になるのです。改正

法は、そのような日本の文化への挑戦

になり得ます。もし、（従業員数が少

ない、などの理由で）誰が通報したの

か分かってしまった場合、放っておい

たらパワハラなどの人権侵害（不法行

為）が行われる可能性があります。常

日頃から企業のトップが正当な通報行

為を賞賛し、パワハラが起こらない企

業風土を作らなければなりません」

　改正法により、パワハラに対する意

識改革はこれまで以上に求められるこ

とになる。しかし、パワハラとは何なの

か、いまだに意味が掴めていない人は

多い。

「“パワハラは人権侵害（不法行為）

である”という意識を徹底させなけれ

ばいけません。何がパワハラに該当す

るのか、何が該当しないのか、そこを

理解することで、業務上必要な教育・

指導と、そうでない嫌がらせが判別で

きるようになります。たとえば、侮辱

的な言動をしなくてもパワハラにな

るケースもあります。従業員を無力化

するようなこと、明らかに無意味な業

務をやらせることもパワハラなのです。

その切り分け方については、管理職の

方だけでなく、従業員の方もきちんと

学んでおくべきでしょう」

　改正法への企業の取り組み方につ

いて、濱田さんは大前提として、今や定

番的になっているコンプライアンスと

いう言葉の安易な常用に注意した方が

いい、と提言する。

「今は、コンプライアンス違反という

言葉の響きが軽くなっていると思いま

す。今回の改正法は、コンプライアン

スという文言ではなく、 “公益通報者

保護法”や“内部通報制度”という用語

で語られるべきものです。刑事罰を含

めた法律に生まれ変わることを契機

として、この点に関しての意識を変革

させるべきだと思います」

　ここで大事になってくるのは、何の

ために意識を変革させるのか、何のた

めに内部通報制度を見直すのか、を真

剣に考え、改正法の意義を見失わない

ことである。

「結局は、すべて会社のためなのです。

従業員が生き生きと働ける環境を作

れば、会社は発展すると思います。私

はビジネスマンですから、会社を守る

ことだけでなく、会社の環境を良くす

ることにもつながるという視点で、改

正法を重く見ています。私は昨年オリ

ンパス株式会社を定年後退職し、今は

法律事務所の講師という立場にあり

ます。今後は、厳しい裁判を闘い抜い

て最高裁で勝訴判決を確定させ、勝

訴的和解を勝ち取り、また、改 正法

実現に大きな影響を与えた生き証人

として、この改正法が実効力をもって

様々な企業等で健全に運用されるよ

う、尽力したいと考えています」

従業員が生き生きと働ける
環境を作るために

Interview
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ライン」などにも対応しています。

監査役や社外取締役などに直接報告

することで、組織の長や幹部に関係

する通報を躊躇せずに通報すること

ができます。

　重要な情報をキャッチするために

は、匿名の通報も受け付けることが

必要です。「指針の解説」によって

も匿名通報の受付を要請されていま

す。匿名の通報者へ連絡する手段と

して、当社の外部窓口『企業倫理ホッ

トライン』では、会社には連絡先を

開示しない仕組みや、専用 WEB を

利用して担当者が匿名の通報者へ直

接連絡できる仕組みをご利用いただ

くことができます。

　外部窓口で受け付けた通報をご報

告後、契約企業のご希望により、当

社提携弁護士からのコメントを追加

する「通報対応リファレンスコメン

ビスを利用する契約企業一覧」の企

業等が従事者指定元であることを誓

約書に明記しており、契約企業の更

新内容についても会社の指示により

都度確認することにしています。

　

　2022 年 2 月～ 3 月にかけて外部

弁護士による「従事者の職責」をテー

マにした研修を実施、相談員および

関係者全員が受講済みであり、従事

者の責任を理解したうえで窓口業務

にあたっています。

　「指針」および「指針の解説」では、

「組織の長その他幹部に関係する事

案については、これらの者からの独

立性を確保する措置をとる。」とあ

ります。

　当社では　通常の内部通報窓口と

は別に、報告先を限定した「監査役

ホットライン」「社外取締役ホット

　事業者が定めなければならない

『公益通報対応業務従事者』に、「適

切な内部通報体制整備義務」を履行

するための体制構築の一部として、

当社の外部通報窓口を「従事者」と

して指定できます。規程等で外部窓

口を指定いただくときの指定名は、

当社の企業倫理ホットライン運営部

門名（契約時にお知らせいたします）

にてご指定いただくとともに、指定

したことの証左として当社書式での

指定書をいただいております。

　

　当社の『企業倫理ホットライン』

運営部門に執務する本人に対して

は、会社に差し入れる『従事者の責

務に関する誓約書』をもって、従事

者自身に明らかになるようにしてい

ます。また、「当社の外部窓口サー

（2）独立性の確保

（1）従事者指定について

（４）公益通報

当社への外部委託時の
従事者への指定

ダイヤル・サービスの
外部窓口サービスの改正法への対応
内部通報制度の外部窓口「企業倫理ホットライン」を運営するダイヤル・サービスでは、
今回の法律改正に即し、以下のような対応を行っております。
＊公益通報者保護法の一部を改正する法律：「改正法」

＊公益通報者保護法第 11 条第１項及び第２項の規定に基づき事業者がとるべき措置に関して、

　その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針：「指針」

＊ 公益通報者保護法に基づく指針（令和３年内閣府告示第 118 号）の解説：「解説」

Information

従事者指定

相談員への
従事者としての教育

（３）匿名通報者への連絡
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トサービス」をご利用いただけます。

弁護士のコメントは、通報内容（を

見る限りにおいて）の法的リスク

と、調査時の留意事項に言及いたし

ます。そのため公益通報に当たる可

能性を把握することができます。な

お、公益通報に当たるかどうかの判

定は一次受付時には困難であること

をご理解いただくことが前提となり

ます。

　「指針」および「指針の解説」では、

通報への対応を行う者が、通報内容

に関係しているときは利益相反が生

じることがあるため、対応業務から

外れることを求めています。

『企業倫理ホットライン』では、利

益相反の観点から、通常送信と特別

送信の２パターンの送信方法を設け

ています。 通常送信先と設定され

ている窓口担当部門または担当者が

通報対象となる通報があった場合、

その通報内容の報告は 特別送信先

に設定された方に送信いたします。

　「指針」および「指針の解説」で

は公益通報者保護の対象が退職後 1

年、役員へも広がりました。当社の

『企業倫理ホットライン』では上記

の対象者のご利用も受け付け、契約

企業にご報告しています。退職者か

らの通報は現在でも 2% 強のご利用

があります。

　「指針」および「指針の解説」で

は従業員、役員、退職者への教育・

周知に加え、特に従事者に対しては、

公益通報者を特定させる事項の取り

扱いについて十分な教育を行うこと

を企業に求めています。

　当社では、グループ企業の窓口担

当者を対象とした、「改正法のポイ

ントや従事者としての職責について

の研修」や、通報受付（事例を使用

したロールプレイ含む）、通報後の

調査対応の留意点（ディスカッショ

ン含む）等の研修を実施しています

のでご利用ください。

（５）利益相反への対応

（６）退職者、役員等、法の保護対
象の拡大への対応

（7）従事者研修実施ご希望への
対応
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　『企業倫理ホットライン』は、2003

年 1 月に国内初の民間の外部通報窓口

として開始した実績のあるサービスで

す。当社の 50 年超の電話相談で培っ

た経験をもとに、通報者の気持ちを十

分に受け止め、通報への後押しをいた

します。

　社内の窓口では受付が難しい土日

祝日・平日 19 時以降も利用可能な電

話窓口と、24 時間 365 日利用可能な

WEB 窓口で通報を受け付けておりま

す。受付時間帯が広がることで、通報

者から見た利便性が格段に上昇します。

　通報を受け付ける電話相談員は、産

業カウンセラー、社会保険労務士等の

資格を持つ専任の電話相談員です。通

報者との 1 対 1 のコミュニケーション

を通し、通報の背景から詳細の内容、

会社に望むことなどを聴き取り、詳細

なレポート作成をいたします。

　「実名での通報」「匿名での通報」に

加え、「企業倫理ホットライン窓口に

は実名、企業には匿名」という方法（半

匿名）を通報者が選ぶことが可能です。

当社が提供するシステムを通し、通報

通報に対する報告が迅速である

電話相談員のレベルが高い

電話相談の受付時間が長い

報告書の内容が充実している

担当営業が真摯で信頼できる

導入企業実績が多く信頼できる

51.8％

46.0％

44.6％

36.0％

28.1％

23.7％

『企業倫理ホットラインの魅力』をお教えください（複数回答）

企業倫理ホットライン概略図

通報者 企業企業倫理ホットライン

報告書

連絡

電話通報
WEB 通報

者は匿名のままで企業からのメッセー

ジを受け取ることができます。

　企業倫理ホットラインに入った通報

への対応に迷ったとき、調査方法など

の一般的留意点についてアドバイスい

たします（予約制）。

内部通報制度の外部窓口

企業倫理ホットライン
ダイヤル・サービスによる信頼と実績の通報受付サービス。
企業の内部では話しにくい問題や、パート、派遣社員など声を上げにくい立場にいる方にも
安心して通報していただける窓口です。
監査役のみに報告する窓口や、取引先からの通報を受け付ける窓口もご用意、
企業のコンプライアンス体制構築をバックアップいたします。

Support By Dial Service

就業時間外の電話受付が可能

国内初の外部通報窓口

資格を持った電話相談員が
通報を受け付けます

通報者の匿名性を保つ
「半匿名サービス」

弁護士によるアドバイスサービス

P R O M O T I O N

■ 2020 年度　クライアントアンケートより
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　「コンプライアンスとは何か？」と

いう一般従業員向けの初級研修から、

経営層向けのコンプライアンス経営の

推進まで、幅広い職責の方が受講でき

るプログラムをご用意しております。

　『企業倫理ホットライン』『ハラスメ

ント・人間関係ホットライン』の電話

相談員が講師を務める人気の研修で

す。グループワーク等で用いる事例は

当社に寄せられたメンタルヘルス・ハ

ラスメント相談から厳選して活用して

おります。

　 『こころと暮らしのほっとライン』 

『ハラスメント・人間関係ホットライ

ン』 の電話相談員が講師を務める研修

です。安全配慮義務などの基本的なメ

ンタルケア知識から、「こころの性質」 

や 「ストレス発生のプロセス」、セル

フケア・ラインケアの方法、専門家に

相談することの意義の説明などすぐに

使える知識をご紹介いたします。

　

　ハラスメントを行った従業員向けの

プログラムです。実際に起こった問題

の根本的な解決や、再発防止に向けて

重要なことは、行為者自身が問題を振

り返り、「自分がやったこと」として

主観的に受けとめる機会を提供し、行

為者が当事者意識を持つことです。こ

の研修では、 『ハラスメント・人間関

係ホットライン』 の電話相談員のうち

心理相談の専門資格を持つ者が、２人

１組で受講者と 「ハラスメント行為の

振り返り」「今後同様の行為を繰り返

さないために」などを一緒に考え、課

題への取り組みを支援します。

　すべての研修が WEB（Zoom）での

研修にも対応しております。従業員全

体への研修には e-Learning が適してい

ます。外部講師での研修や e-Learning

をご検討の際は是非お気軽に当社営業

担当あるいは巻末のご連絡先までお問

合せください。 

従業員向け
コンプライアンス研修・ハラスメント研修
ダイヤル・サービスでは、コンプライアンスやハラスメント対策に関わる研修を数多く展開しています。

Support By Dial Service

ハラスメント行為者研修

メンタルヘルス研修

ハラスメント防止研修

WEB での研修をご検討の場合コンプライアンス研修

P R O M O T I O N
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　これから社内窓口で通報者の話を聴

く方や通報・相談に対する対応をする

方には、『聴くためのスキル研修（ベー

シック）』をおすすめします。当社の

電話相談員が実践している「通報者の

話を聴きとるコツ」をご紹介し、参加

者同士のロールプレイングで体験して

いただきます。

　聴き取りの後の調査・対応に特化し

た『通報対応スキル研修』、ハラスメン

ト相談に特化した『ハラスメント相談

窓口担当者研修』は、受講する担当者

の役割に合わせて選択してください。

　研修は定型プログラムでの公開研修

の他、企業単体での実施のご用命も

承っております。企業単体での研修の

場合は、今までの通報傾向や現状のお

悩み・体制などに合わせてカスタマイ

ズすることが可能です。

　2022 年 4 月から、すべての企業に

ハラスメント相談窓口の設置が義務化

されました。『ハラスメント担当者養

成講座』は、新任のハラスメント対策

担当者を対象に、１日でハラスメント

の知識及び社内のハラスメント対策の

基礎を学ぶカリキュラムです。公開研

修にて定期的に実施しております。

　感染症対策や移動費用の圧縮手段

として、集合研修から一部内容を変

更して WEB（Zoom）での研修を実

施しております。外部講師

での研修をご検討の際は是

非お気軽に当社営業担当あ

るいは巻末のご連絡先まで

お問合せください。

　改正法により、企業や担

当者が対応すべき点を弁護士がわかり

やすくまとめ、従事者の職責（主に守

秘義務）について明確にします。

　また動画による「改正公益通報者保

護法の解説」（約 30 分）は、新任の通

報窓口担当者やグループ会社の担当者

等にご覧いただくことで、法改正の内

容を統一的に理解いただくことができ

ます。

通報窓口担当者スキルアップ研修
内部通報の外部受付窓口、ハラスメント相談のパイオニアであるダイヤル・サービスが、
20 年以上相談や通報を受け付けているノウハウを活かし、内部通報窓口に携わる担当者の
皆様に、相談からの一連の流れを習得いただく講座を提供いたします。

Support By Dial Service

研修難易度イメージ

聴くための
スキル研修

（実践ロールプレイ）

聴くための
スキル研修

（アドバンス）

ハラスメント相談窓口
担当者研修

聴くためのスキル研修（ベーシック）

通報対応スキル研修

事例作成勉強会
※クライアント限定

通報・対応相談についての事例検討
※クライアント限定

上級

初級

初任者には
『聴くためのスキル研修（初級）』

セミオーダーの研修内容

『ハラスメント担当者養成講座』

集合研修・WEB 研修にも対応

従事者向け研修

P R O M O T I O N

■公益通報対応従事者向け研修動画
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　社内掲示板や店舗のバックヤードな

ど、従業員の目に留まる位置に窓口の

告知ポスターを掲出することにより、

窓口の存在を知らせる • 思い出させる

効果があります。ダイヤル・サービス

では、窓口の告知と、コンプライアン

ス違反行為やハラスメント違反行為の

抑制を兼ねるデザインも複数ご用意し

ております。記載する文章も企業に合

わせてカスタマイズ可能です。

　社内イントラネットでの通達や事務

所内でのポスターの掲出に加え、従業

員の手元に届く告知カードは多くの企

業が利用しており、毎年配布しなおす

例もあります。窓口の電話番号・URL

だけでなく利用案内を記載することに

より、規定外の利用の抑制にも繋がり

ます。ダイヤル・サービスでは名刺サ

イズ、クレジットカードサイズのテン

プレートを複数ご用意しております。

その他のサイズ・デザインや二つ折り

カードになどにも対応いたします。

　『企業倫理ホットライン』導入企業

の 71.5％が社内の声を吸い上げる手段

として、コンプライアンス意識調査を

はじめとした従業員意識調査を定期的

に実施しています。ダイヤル・サービ

スでは、従業員意識調査の取り扱いも

ございます。企業でご用意いただいた

設問をアンケートシステムに反映させ

る方法の他、あらかじめ当社がご用意

した基本設問から実施の目的に合うよ

うに設問を追加・削除することも可能、

企業のニーズに合わせます。集計や結

果報告書の作成や報告会での報告など

も一括で承っておりますので、手間無

く PDCA を回せます。

話を聴くプロフェッショナルである

『企業倫理ホットライン』の相談員が

企業に訪問し、通報が入った後のヒア

リング調査のサポートをいたします。

事前の打ち合わせで案件を共有いただ

き、ヒアリング内容を企業ご担当者と

一緒に検討します。企業ご担当者の代

わりにヒアリングを実施したあとは、

ヒアリング内容を書面にてご報告いた

します。通報後の事実関係のヒアリン

グが、企業ご担当者だけでは対応が難

しい場合にご利用ください。

コンプライアンス支援のご案内
公益通報者保護法の改正やハラスメント防止対策の義務化など、
企業におけるコンプライアンス部門の役割はさらに重要性を増しています。
内部通報制度の対応を中心として、さまざまな施策の実施を支援いたします。

Support By Dial Service

企業倫理ホットライン

TEL :0120-NNN-NNN

職場で発生するさまざまな問題に関
して職場での解決が難しい場合や相
談できない時､一人で悩まないで気
軽に連絡してください｡外部の相談
員があなたのプライバシーに配慮し
ながら受け付けます｡

○○○○○株式会社
内部通報の外部窓口

月～金 12:00～21:00 土日祝 9:00～17:00
※年末年始を除く

土日祝
12:00~21:00
9:00~17:00

※年末年始を除く

企業倫理ホットライン
内部通報の外部窓口 株式会社●●●●●

職場で発生するさまざまな問題に関して
職場での解決が難しい場合や相談でき
ない時､一人で悩まないで気軽に連絡し
てください｡外部の相談員があなたのプ
ライバシーに配慮しながら受け付けます｡

0120-NNN-NNN
月～金

harassment_A2_1029_B

これって
ハラスメント？！

○○会社ハラスメント相談窓口
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受付時間：月曜日～金曜日　��:��～��:��／土曜日・日曜日　�:��～��:��
※祝日・年末年始（��月��日～�月�日）を除く
ご利用の際は会社名をお伝えください。

専門のカウンセラーがお話しを伺います。プライバシーは守られます。
http://www.dial-soudan.jp/rs/anatanokaisyamei/
ユーザー名：kaisya　パスワード：yokusuru

☎����-������

不正精算 空出張 社内ルール違反 モラル違反

セクハラ パワハラ スメハラ 不適切な接待

社内倫理ホットライン

匿名での受付もOK!

社内の不正などの企業倫理に関する通報を、社外の相談員が受け付けます

0120--001001
受付時間：月～金 12:00 ～ 21:00、土曜・日曜・祝日 9:00 ～ 17:00（年末年始除く）

https://www.daial-soudan/et/dial/
24 時間受付　 ユーザー名 dial　 パスワード srvice　 会社 ID kirinn

TEL

WEB

あなたのご相談で
何かが変わる

ポスター4.indd   1ポスター4.indd   1 2018/12/03   17:49:232018/12/03   17:49:23

常に目に留まる位置に
「告知ポスター」

すぐに取り出せる「告知カード」

「従業員意識調査」

「通報後ヒアリング調査サポート
サービス」

P R O M O T I O N

公益通報者保護法改正のポイント 2022 年 7月発行
■お問い合わせ
ダイヤル・サービス株式会社　法人事業部
TEL：03-6238-7101　URL：https://www.dsn.co.jp






